別添様式１－１
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費

	事業名:森林組合等指導強化推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　 林政部 森林整備課 森林組合・担い手担当　電話番号：058-272-1111（内3195）

　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：756千円（前年度予算額：756千円）
	事業内容


	１　事業の内容


「森林組合法」及び「岐阜県森林組合改革基本方針」に基づき、森林組合の健全な運営と発展を図るための指導を継続して行う。
また、森林所有者に対して施業の提案を行うことができる施業プランナーを養成するため、森林組合など林業事業体職員を対象に施業プランナー養成基礎研修及びステップアップ研修を開催する。

「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき、林業事業体が策定する雇用改善計画の認定及び指導・助言を行う。
	２　所要経費


　・森林組合指導事務費　　　　453千円
　・施業プランナー育成事務費　270千円

　・認定事業体指導事務費　　　 33千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
・高性能林業機械導入・利用促進や低コスト路網の整備、森林所有者に対し森林施

業プランを提案できる人材の育成などにより、低コストな作業システムを確立・普

及し、効率的な木材生産を促進する

・安全で快適な労働環境の確保、安定した所得などの雇用環境の改善を図り、森林

技術者の就労条件の向上を促進する

・営業能力や優れた経営感覚を備えた人材の育成を促進する
	２　これまでの取組状況


森林組合に対する個別指導を行い、特に経営改善が必要な森林組合については、重点的な指導を実施した。
　県下の森林組合を対象に事業規模、経営状況、労働力などに関する調査を行い、「岐阜県森林組合統計」を作成している。

　施業プランナー養成基礎研修を実施した。（H21:14名、H21:15名）
　林業事業体が策定する改善計画の認定及び指導・助言を行った。（H21:18事業体）
	３　これまでの取組に対する評価


　欠損金を計上した森林組合の割合が、平成２０年度に１５％であったのに対し、平成２１年度は５％に改善している。

　施業プランナー養成基礎研修の受講者は、施業地の取りまとめから施業提案書の作成、施業結果の分析まで一連の作業を県林業普及指導員と一体になって取り組むことで基本的知識・技術を修得し、研修終了後にそれぞれの地域でプランナー業務を実践している。
改善計画の認定を受けた事業体においては、緑の雇用担い手対策事業など関連施策を活用し、計画的な新規雇用及び人材育成を進めており、組織体制の強化が図られている。
これらの効果は森林組合及び林業事業体の経営改善のみならず、地域林業の活性化につながることから、引き続き事業を実施していく。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	756
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	756

	要求額
	756
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	756

	1月15日時点査定額
	756
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	756
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